
防府市畜産基盤再編総合整備事業費補助金交付要綱 

 

                   平成１８年４月 １日制定  

（趣旨） 

 第１条 この要綱は、畜産経営の法人化及び協業化、後継者への経

営継承等を契機として、担い手への土地利用集積の加速的推進によ

る規模拡大の実現や地域内の土地資源を新たに飼料生産基盤に活

用することによる畜産主産地の形成の促進により、担い手の育成を

通じた望ましい畜産構造の確立と地域経済の活性化を図るため、畜

産担い手育成総合整備事業実施要綱（平成１６年３月３０日付け１

５生畜第５００７号農林水産事務次官依命通達（以下「要綱」とい

う。））及び畜産担い手育成総合整備事業実施要領（平成１６年３

月３０日付け１５生畜第５００８号生産局長依命通達）に基づいて

行う財団法人やまぐち農林振興公社（以下「事業主体」という。）

が要綱に定める畜産担い手育成総合整備事業（再編整備型事業）

（以下「事業」という。）を実施するのに必要な別表に定める事業

に要する経費に係る市の補助金の交付について、必要な事項を定め

るものとする。  

（補助対象及び補助率）  

第２条 市長は、毎年度予算の範囲内で事業主体が行う別表に掲

げる事業に要する経費につき、同表に定める補助率により、当該

事業主体に対し補助する。  

（補助金の交付の申請）  

第３条 前条の規定による補助金（以下「補助金」という。）の

交付の申請をしようとする事業主体は、防府市畜産基盤再編総合

整備事業費補助金交付申請書（別記様式第１号）を市長に提出し

なければならない。  

２ 事業主体は、前項の申請書を提出するに当たって、当該補助

金に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第



１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に

規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗

じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額

して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助

金に係る消費税等相当額が明らかでない場合は、この限りではな

い。  

（補助金の交付の決定）  

第４条 市長は、前条の補助金交付申請書の提出があった場合に

おいて、その内容を審査し、補助金を交付することが適当である

と認めたときは、補助金の交付を決定し、その旨を当該申請した

事業主体へ通知するものとする。  

２ 市長は、前項の規定による交付決定をする場合において、必

要があると認めるときは、条件を付することができる。  

（申請の取下げ）  

第５条 前条第１項の規定による通知を受けた事業主体は、当該

通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に

不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、

当該通知を受けた日から起算して１５日以内にその旨を記載した

書面を市長に提出しなければならない。  

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に

係る補助金の交付の決定はなかったものとみなす。  

（変更承認申請）  

第６条 事業主体は、次の各号のいずれかに該当するときは、あ

らかじめ、防府市畜産基盤再編総合整備事業費補助金変更承認申

請書（別記様式第２号）を市長に提出しなければならない。  

(1) 事業費と事務費との相互間における経費の流用をしようとす

るとき。  

(2) 事業費のうち工事雑費及び一般管理費以外の経費から工事雑

費及び一般管理費への経費の流用をしようとするとき。  



(3) 第2条別表の１の（１）から（４）までの経費相互間における

経費の３０パーセントを超える増減かつ２００万円を超える増

減をしようとするとき。  

(4) その他事業の適正かつ効率的な実施のために必要と認められ

る変更をしようとするとき。  

（事業の中止又は廃止）  

第７条 事業主体は、事業を中止し、又は廃止しようとするとき

は、あらかじめその理由及び事業の遂行状況を記載した書類を市

長に提出し、その承認を受けなければならない。  

（事業の繰越等） 

第８条 事業主体は、当該事業が予定期間内に完了しないとき、

又は当該事業の遂行が困難になったときは、速やかにその理由及

び事業の遂行状況を記載した書類を市長に提出し、その指示を受

けなければならない。  

（概算払の請求）  

第９条 事業主体は、概算払により補助金を受けようとするとき

は、防府市畜産基盤再編総合整備事業費補助金概算払請求書（別

記様式第3号）を市長に提出しなければならない。  

（遂行状況報告）  

第１０条 事業主体は、補助事業の遂行状況（１１月３０日現在）

を防府市畜産基盤再編総合整備事業遂行状況報告書（別記様式第

４号）により１２月３日までに市長に報告しなければならない。  

（実績報告）  

第１１条 事業主体は、当該事業が完了したときは、その完了し

た日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付の決定があ

った年度の3月31日のいずれか早い期日までに防府市畜産基盤再

編総合整備事業実績報告書（別記様式第5号）を市長に提出しなけ

ればならない。  

２ 第３条第２項ただし書きにより交付の申請をした事業主体は、

前項の実績報告書の提出するに当たって当該補助金に係る消費税



仕入控除税額が明らかになった場合には、これを補助金額から減

額して報告しなければならない。  

３ 第３条第２項ただし書きにより交付の申請をした事業主体は、

第１項の実績報告書を提出した後において、消費税の申告により

当該補助金に係る消費税仕入控除額が確定した場合には、書面に

より速やかに市長に報告するとともに、市長の返還命令を受けて

これを返還しなければならない。  

（補助金の額の確定）  

第１２条 市長は、前条の実績報告書の提出があった場合におい

て、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等によ

り、その報告に係る補助事業等の成果が補助金の交付の決定の内

容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき

補助金の額を確定し、その旨を当該事業主体に通知するものとす

る。  

２ 市長は、事業主体に交付すべき補助金の額を確定した後にお

いて、既にその額を超える補助金が概算払により交付されている

ときは、当該補助事業主体に対し、期限を定めてその超える額に

相当する金額の返還を命ずるものとする。  

（精算払）  

第１３条 前条の規定により通知を受けた事業主体は、補助金の

交付を受けようとするときは、防府市畜産基盤再編総合整備事業

費補助金精算払請求書（別記様式第6号）を市長に提出しなければ

ならない。  

（補助金の交付決定の取消し）  

第１４条 市長は、事業主体が次の各号のいずれかに該当すると

きは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

(1) 法令又はこの要綱に違反したとき。  

(2) 補助金の交付に関して付した条件に違反したとき。  

(3) 事業の施工状況が不適当であると認められたとき。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した



場合において、当該取り消しに係る部分に関し既に補助金が交付

されているときは、当該事業主体に対し、期限を定めてその返還

を命ずるものとする。  

３ 前２項の規定は、第１２条の規定による交付すべき補助金の

額の確定があった後においても適用があるものとする。  

（帳簿等の保管）  

第１５条 事業主体は、この補助金に係る収入及び支出を明らか

にした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類

を当該補助事業の完了した年度の翌年度から起算して５か年間整

備保管しなければならない。  

（報告及び検査等）  

第１６条 市長は、必要があると認めるときは、事業主体に対し

報告を求め、前条の帳簿その他関係書類若しくは事業の施工状況

を検査し、又は事業の施工上必要な指示をすることができる。  

（財産処分の制限）  

第１７条 事業主体は、事業により取得し、又は効用の増加した

法令で定める財産を法令に定める手続きを経ないで、補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、又は担保に

供してはならない。ただし、法令で定める場合は、この限りでは

ない。  

（軽微な変更の範囲）  

第１８条 市長が定める軽微な変更の範囲は、別表の補助対象経

費に定める１の事業費（１）から（４）までの経費について相互

間の移動額が３０パーセント以下の移動（ただし、２００万円以

下の場合は除く）をするときとする。  

２ 前項の規定は、（１）への経費移動については、認めないこ

ととする。  

（その他）  

第１９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し

必要な事項は別に定めるものとする。  



附 則  

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成１９年３月２２日に一部改正。 

附 則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表） 補 助 対 象 経 費  補 助 率  

１．事業費  

（１）基本施設整備  

ア．草地の造成改良、当該草地の保

全、又は利用上必要な施設の新設又は

改良に要する経費（地目変換に要する

経費を含む。）  

イ．草地（飼料基盤として整備改良

する土地を含む。）の整備改良、当該

草地の保全又は利用上必要な施設の新

設又は改良に要する経費  

ウ．放牧林地（野草地を含む。）と

して整備改良するほか、放牧林地の利

用に必要な施設又は改良に要する経費 

 その他知事が適当と認めた事業に要す

る経費  

当該補助対象  

事業費の87．5／１００以内  

（内訳：国1/2  

県1/4 市1/8)  

（２）農業用施設整備事業  

次の農業用施設の新設又は改良に要す

る経費  

ア．隔障物等放牧利用に必要な施設  

イ．畜舎、看視舎、薬浴施設、その他

家畜の飼養又は管理のために必要な施

設  

ウ．サイロ、その他農畜産物の貯蔵、

集出荷、処理加工等のために必要な施

設  

当該補助対象  

事業費の７０／１００以内  

（内訳：国1/2  

県1/5)  

（３）農機具等導入費  

次の物品の導入に要する経費  

ア．農機具  

イ．監視用家畜  

当該補助対象  

事業費の７０／１００以内  

（内訳：国1/2  

県1/5）  

（４）土地利用円滑化事業  

土地の集団化に伴う計画策定、権利調

整、交換分合、換地等及び土地分配計

画に要する経費  

当該補助対象  

事業費の７５／１００以内  

（内訳：国1/2  

県1/4）  

２．付帯事務費  

上記事業の実施に必要な協議等に要す

る事業主体の経費  

当該補助対象  

事業費の５０／１００以内  

 

 

 

第 1号様式（第 3条関係）  

 

 



年度防府市畜産基盤再編総合整備事業費補助金交付申請書  

 

 

                     番     号  

                    年   月  日  
                                                         

                                                       

            
 
 
  （宛先）防府市長  

 

                          
                     所在地  
                     団体名  

代表者名       

   
 

 
 
   年度において、下記のとおり畜産基盤再編総合整備事業を

実施  

したいので、防府市畜産基盤再編総合整備事業費補助金交付要綱

第 3条により補助金        円の交付を申請します。  

 

 
 

記  
 
 
１  事業の目的  

 
  
  
 



 ３ 収支予算  
  （１） 収入の部                     

(千円 ) 
 
区 分  
 

 
本 年 度 予 算

額  

 
前 年 度 予 算

額  

比 較 増 減   
備 考   

  増  
 
  減  

国庫補助金  
県費補助金  
市費補助金  
その他  

     

合 計       
 
 
  （２） 支出の部                     

  （千円）  
 
区分  
 

 
本 年 度 予 算

額  

 
前 年 度 予 算

額  

比 較 増 減   
備   

考  
 
  増  

 
  減  

 
事業費  
附帯事務費  

     

 
合  計  

     

 
 

（３） 附帯事務費                      

 （千円）  
 
区      

分  

 
金  

額  

  

内   訳  
備 

考 

 
国庫 金 補助

金  

 
県 費  

 
市 費  

 
その他  

 
事業主体 事務

費  

  

円  
     

円  
    

円  
   

円  
   

円  
 

合       計        
 
 
 ４ 事業完了予定年月日  
  
   令和  年  月  日  
 
 



 

様式第 2号（第 6条関係）  

 

年度防府市畜産基盤再編総合整備事業費補助金変更承認申請書  

 
                                                         

          番       号  
                                                         

      年   月   日  
 
 
 
  （宛先）防府市長  
 
 
                                        所在地 

                     団体名 

                     代表者名     

   
 
 
 
 
 
   年   月   日 付 け   第   号 で 補 助 金 交 付 の 決 定 通

知があった畜産基盤再編総合整備事業の実施について、別紙理由

書に記載した理由により、事業の内容及び経費の配分を変更した

いので、承認されたく申請します。  
 
 

記  
 
 （注）記の様式については、様式第１号の記の２，３を準用し、

変 更 前 と 変 更 後 の 事 業 の 内 容 及 び 経 費 の 配 分 が 比 較 対 照 で き る

よ う 変 更 に 係 る 部 分 に つ い て の み 変 更 前 を 括 弧 書 き で 上 段 に 記

載する。  
 
 
 
 



様式第 4号（第 10条関係）  
                                                         

   

  

                       番     号                                                                

年   月   日  
 
 
 

（宛先）防府市長  
 
                            
                                      所在地 

団体名  
                   代表者名       

   

                                              
 
 

年度防府市畜産基盤再編総合整備事業遂行状況報告書  
 
 
   年  月  日 付 け 第   号 で 交 付 の 決 定 が あ っ た 畜 産 基 盤

再編総合整備事業について、下記のとおり報告します。  
 
 

記  
 

事業計画  事業の施工状況  
事 業

費  
内訳  1 1月 3 0日までに完了した

もの  
残事業  

 補 助

金  
市

費  
そ の

他  
事業費  
 

出来高  
比率  

事 業 開

始  
年月日  

事業費  事 業 開

始  
年月日  

  

円  
 

  

円  
 

円  
  

円  
   

円  
  

 円  
   

円  
   

円  
   

円  

 



様式第 5号（第 11条関係）  
                              

番       号                                                               

年   月   日  
 
 
 
（宛先）防府市長  
 
                     所在地  
                     団体名  
                     代表者名      

    
 
 
 
 

 年度防府市畜産基盤再編総合整備事業実績報告書  
 
 
  年  月  日 付 け  第   号 で 補 助 金 交 付 決 定 の 通 知 が あ っ

た畜産基盤再編総合整備事業について、下記のとおり事業を実施

したので、防府市畜産基盤再編総合整備事業費補助金交付要綱第

11条により報告します。  

 
記  

 
１  事業の目的  

 

２  補 助 事 業 の 成 果 （ 様 式 に つ い て は 、 様 式 第 1号 の 2を 準 用 す

る。）  

 

３  収支精算書（様式については、様式第 1号の 3を準用する。） 

 

 

（注）前年度から繰り越した分にあっては、繰越分として別に作

成のうえ提出すること。  

 


